


（提供書面）

事  業  報  告

( 2020年１月１日から
2020年12月31日まで)

１．会社の現況
⑴ 当事業年度の事業の状況

① 事業の経過及び成果
当社は創業以来「学びを革新し、誰もが持っている無限の力を引き出す」というミッション

のもと、人間が本来持っている能力を最大限に引き出す支援をするのが私たちの使命と考えて
おります。

世の中の変化のスピードは早く、個人、組織に求められているのは、学習を通じて変化に適
応し、変化をチャンスとしてとらえ、活かすことです。学習は、単なる「勉強」ではなく、人
や組織が今までできなかったことをできるようにする手段であると考えております。そのため
に「学び」という人間にとって必要不可欠なことをテクノロジーによって革新し、人や組織の
成長を支援してまいります。

また、「世界一『学びやすく、わかりやすく、続けやすい』学習手段を提供する」というビ
ジョンのもと、個人向け事業である資格取得支援サービス「スタディング」、法人向け教育事
業である社員研修クラウドサービス「エアコース」を展開しており、これからの時代に求めら
れる「学び」についての各種サービスを提供することで、人材育成の新たなスタンダードにな
るべく事業展開をしていきます。

当事業年度につきましては、個人向け事業においては、前年に引き続きスタディング講座の
新規開発や既存講座の改訂、及びサービス内容や品質の向上等に注力してまいりました。講座
ラインナップにつきましては、新たに開講した「TOEIC®TEST」、「貸金業務取扱主任者」
を加えた全27講座となり、従来までの講座カテゴリの充実に加え、新たに「語学」カテゴリを
展開しております。また、2020年５月にはAI（機械学習）を活用し、個人別に最適化された
学習プランを作成する機能「AI学習プラン機能（ベータ版）」を中小企業診断士講座において
リリースしました。同機能は、大量の受講者の学習履歴データを活用することで、受講者が最
も試験の予測得点が高くなる学習プランを作成します。また、AIがレッスン毎に得点予測モデ
ルを生成するため、従来より精度の高い学習計画を立てることが可能となりました。当社の
KPIである累計有料会員数（ユニーク数）も順調に伸長しており、2020年11月には９万人を突
破しました。累計有料会員数（ユニーク数）については順調に伸び続けており、現金ベース売
上についても好調に推移し、今後の発生ベース売上となる前受金の積み上げに寄与することに
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② 設備投資の状況
当事業年度において実施いたしました当社の設備投資の総額は49,141千円で、その主なも

のはサービス内容の拡充と売上拡大に繋がる新たなシステム開発のため、主にソフトウエアの
ために44,737千円であります。

③ 資金調達の状況
当社は、2020年７月15日をもって東京証券取引所マザーズ市場へ上場するにあたり、公募

増資により300,000株の新株式を発行し634,800千円の資金調達を、上場に伴う第三者割当増
資（オーバーアロットメントによる売出し）により51,000株の新株式を発行し107,916千円
の資金調達を、2020年８月３日に新株予約権の行使により250千円の資金調達をそれぞれ実
施しました。

また、2020年12月30日に本社移転に伴う新オフィス敷金支払資金の充当のため、取引金融
機関より長期借入金として50,000千円の資金調達を行いました。

⑵ 直前３事業年度の財産及び損益の状況

区 分 第 ８ 期
(2017年12月期)

第 ９ 期
(2018年12月期)

第 10 期
(2019年12月期)

第 11 期
(当事業年度)
(2020年12月期)

売 上 高(千円) 360,766 609,137 835,264 1,522,588
経 常 利 益 又 は
経 常 損 失 （ △ ）(千円) △101,441 △211,136 △150,375 158,700
当 期 純 利 益 又 は
当期純損失（△）(千円) △101,731 △211,402 △150,665 165,610
１株当たり当期純利益
又は１株当たり当期純
損 失 （ △ ）

(円) △87.18 △131.27 △81.66 82.61

総 資 産(千円) 250,220 611,467 757,351 2,194,869

純 資 産(千円) △110,419 221,177 70,512 979,088

１株当たり純資産 (円) △84.81 119.88 38.22 445.65

（注）当社は、2020年４月11日付で普通株式１株につき1,000株の株式分割を行っております。
第８期の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり当期純利益、１株当たり当期純損失、及び

１株当たり純資産を算定しております。
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④ 優秀な人材の確保及び育成
「学びを革新し、誰もが持っている無限の力を引き出す」というミッションに共鳴する優秀な人材を適時

採用するとともに、持続的な成長を支える人材の育成を強化してまいります。また、当社の事業領域におい
て市場リーダーシップを構築していくため、新しい顧客価値を創造できる次世代を担うリーダーの育成にも
注力してまいります。

⑸ 主要な事業内容（2020年12月31日現在）
事 業 区 分 事 業 内 容

e- learn ing・教育事業 ビジネスパーソン向け教育コンテンツおよび教育サービスの企画、制作、販
売、運営

⑹ 主要な営業所及び工場（2020年12月31日現在）
本 社 東京都千代田区

⑺ 使用人の状況（2020年12月31日現在）
事 業 区 分 使 用 人 数 前 事 業 年 度 末 比 増 減

e - l e a r n i n g ・ 教 育 事 業 30 （3）名 4名増 （0名増）

（注）使用人数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、パー
ト及び嘱託社員は（ ）内に年間の平均人員を外数で記載しております。

⑻ 主要な借入先の状況（2020年12月31日現在）
借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 62,507千円

株 式 会 社 商 工 組 合 中 央 金 庫 39,158

第 一 勧 業 信 用 組 合 14,556

⑼ その他会社の現況に関する重要な事項
当社は、2020年７月15日付で東京証券取引所マザーズ市場に上場いたしました。
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３．新株予約権等の状況
当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権
の状況

第 １ 回 新 株 予 約 権 第 ２ 回 新 株 予 約 権

発 行 決 議 日 2015年11月30日 2017年12月４日

新 株 予 約 権 の 数 2個 3個

新 株 予 約 権 の 目 的 と な る
株 式 の 種 類 と 数

普通株式 2,000株
(新株予約権１個につき 1,000株)

普通株式 3,000株
(新株予約権１個につき 1,000株)

新 株 予 約 権 の 払 込 金 額 新株予約権と引換えに払い込みは要
しない

新株予約権と引換えに払い込みは要
しない

新 株 予 約 権 の 行 使 に 際 し て
出 資 さ れ る 財 産 の 価 額

新株予約権１個当たり 250,000円
(１株当たり 250円)

新株予約権１個当たり 625,000円
(１株当たり 625円)

権 利 行 使 期 間 2017年12月１日から
2025年11月30日まで

2019年12月19日から
2027年12月18日まで

行 使 の 条 件 （注）１ （注）１

役 員 の
保 有 状 況

取 締 役
(社外取締役を除く)

新株予約権の数 2個
目的となる株式数 2,000株
保有者数
（注）２

1名

新株予約権の数 3個
目的となる株式数 3,000株
保有者数 1名
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４．会社役員の状況
⑴ 取締役及び監査役の状況（2020年12月31日現在）
会社における地位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代表取締役社長 綾 部 貴 淑 特定非営利活動法人 日本イーラーニングコンソシアム 理事

取 締 役 島 田 慶 生 スタディング事業部長

取 締 役 秦 野 元 秀 管理部長

取 締 役 髙 尾 廣 明

常 勤 監 査 役 望 月 求

監 査 役 湯 浅 奉 之

湯浅公認会計士事務所 代表
株式会社ディシジョンコンサルティング 代表取締役
株式会社エイトレッド 社外監査役
ジャパンマシナリー株式会社 社外監査役
株式会社トラストリッジ 社外監査役

監 査 役 佐 藤 未 央 株式会社イーゲル 社外取締役
Ａ．佐川法律事務所 パートナー弁護士

（注）１．取締役髙尾廣明氏は、社外取締役であります。
２．常勤監査役望月求氏、監査役湯浅奉之氏及び監査役佐藤未央氏は、社外監査役であります。
３．監査役湯浅奉之氏は、公認会計士・税理士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知

見を有するものでおります。
４．監査役佐藤未央氏は、弁護士の資格を有しており、企業法務及び法律に関する相当程度の知見を有す

るものであります。
５．当社は、取締役髙尾廣明氏、常勤監査役望月求氏、監査役湯浅奉之氏、監査役佐藤未央氏を東京証券

取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

⑵ 責任限定契約の内容の概要
当社と各取締役（業務執行取締役等である者を除く。）及び各監査役は、会社法第427条第１

項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。
当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める最低責任限度額としております。
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② 当事業年度における主な活動状況
出 席 状 況 及 び 発 言 状 況

取締役 髙 尾 廣 明

当事業年度に開催された取締役会19回の全てに出席いたしまし
た。
財務及び会計に関する知識が深く、長年に渡る豊富な経験と実績
を生かし、経営から独立した客観的・中立的な立場から、取締役
会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための発言を行ってお
ります。

監査役 望 月 求

当事業年度に開催された取締役会19回の全てに、また、監査役会
16回の全てに出席いたしました。
長年に渡りIT企業での事業管理等に携わり、経営視点での豊富な
実務経験から、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保する
ための発言を行っております。また、監査役会において、適宜、
必要な発言を行っております。

監査役 湯 浅 奉 之

当事業年度に開催された取締役会19回の全てに、また、監査役会
16回の全てに出席いたしました。
公認会計士としての専門的見地から、取締役会において取締役会
の意思決定の妥当性・適正性を確保するための発言を行っており
ます。また、監査役会において、適宜、必要な発言を行っており
ます。

監査役 佐 藤 未 央

当事業年度に開催された取締役会19回の全てに、また、監査役会
16回の全てに出席いたしました。
弁護士としての専門的見地から、取締役会において取締役会の意
思決定の妥当性・適正性を確保するための発言を行っておりま
す。また、監査役会において、適宜、必要な発言を行っておりま
す。
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６．業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
（１）業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要

取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の業
務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下のとおりであります。

取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制
① 取締役および使用人は、社会倫理、法令、定款および各種社内規程等を遵守するととも

に適正かつ健全な企業活動を行う。
（運用状況）

当社は、｢企業行動規範｣を策定し、これに基づき、全役職員は、法令、社会規範および
社内規則を遵守し、倫理・コンプライアンスの徹底を図りながら企業活動を行い、社会貢
献に努めている。

全役職員の自主的な行動を促す、ＫＩＹＯラーニングＷＡＹを定め、実践している。
② 取締役会は、「取締役会規程」「職務権限規程」等の職務の執行に関する社内規程を整

備し、使用人は定められた社内規程に従い業務を執行する。
（運用状況）

職務の執行に関する社内規程類は整備され、定められた規程に従い業務を執行しており、
規程類を全社員に公開し、周知している。規程類は法律改正、社会情勢等の変化に応じ、
改訂されている。

③ コンプライアンスの状況は、取締役会、経営会議、コンプライアンス・リスク管理委員
会（以下、「CR委員会」という。）等を通じて取締役および監査役に対して報告されね
ばならない。各部長は、部門固有のコンプライアンス上の課題を認識し、法令遵守体制
の整備および推進に努める。

（運用状況）
CR委員会を半期に1回開催し、コンプライアンス・リスク関連に関し、意見交換し、全

社員への周知徹底を図っており、法令遵守について、全社ミーティング、社内グループウ
エア等で周知し、法令遵守の徹底に努めている。

④ 代表取締役社長直轄の内部監査担当を設置する。内部監査担当は各部門の業務執行およ
びコンプライアンスの状況等について監査役会と連携し、定期的に監査を実施し、その
評価を代表取締役社長に報告する。また、法令違反その他法令上疑義のある行為等につ
いては、社内報告体制として内部通報制度を構築し運用するものとし、社外からの通報
については、管理部を窓口として定め、適切に対応する。
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（運用状況）
各部門のリスクが報告され、対処について検討が行われている。

③ 不測の事態が発生した場合には、代表取締役社長指揮下のCR委員会を招集し、必要に
応じて顧問法律事務所等の外部専門機関とともに迅速かつ的確な対応を行い、損害の拡
大を防止する体制を整える。

（運用状況）
災害発生時等の緊急事態発生時には、社内チャットで各自の安否情報を連絡することが

決められている。
④ 内部監査担当は、各部門のリスク管理状況を監査し、その結果を代表取締役社長に報告

するものとし、取締役会において定期的にリスク管理体制を見直し問題点の把握と改善
に努める。

（運用状況）
内部監査担当が各部門の監査において、リスク管理の視点からの監査を行っている。
幹部社員を中心に定期的に行われる会議で経営リスクに関し課題の把握と改善に努めて

いる。

（４）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
① 取締役会は月に１回定期的に、または必要に応じて適時開催し、法令に定められた事項

のほか、経営理念、経営方針、中期経営方針および年次予算を含めた経営目標の策定お
よび業務執行の監督等を行う。各部門においては、その目標達成に向け具体策を立案・
実行する。

（運用状況）
４名の取締役により構成される取締役会は、取締役会規則に則り、適法性を確保してい

る。当事業年度において取締役会は19回開催され、監査役３名を含めて７名全員が19回
の全てに出席した。取締役は法令・定款に定められた事項及び重要な経営判断を要する事
項に関して適切な意思決定を行っている。また、監査役は取締役会の適法性等運営状況を
監視している。

② 取締役は代表取締役社長の指示の下、取締役会決議および社内規程等に基づき自己の職
務を執行する。また経営会議にて、会社経営に関する情報を相互に交換、あるいは協議
し、必要に応じ、取締役会に対し、経営政策、経営戦略を進言するものとする。

（運用状況）
取締役は適正に自己の職務を執行している。
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（７）監査役の職務を補助すべき使用人に対する監査役の指示の実効性の確保に関する事項
① 取締役、部門長等は当該使用人が監査役の指揮命令に従う旨を他の使用人に周知徹底す

るとともに、当該使用人が監査役の職務を補助するのに必要な時間を確保する。
（運用状況）

監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合は、補助使用人に対する
指揮権は監査役に移譲されたものとし、周知徹底する。

（８）取締役および使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制
① 監査役は、重要な意思決定のプロセスや業務の執行状況を把握するため、取締役会等の

重要な会議に出席し、必要に応じ稟議書等の重要な文書を閲覧し、取締役および使用人
に説明を求めることができることとする。

（運用状況）
監査役は取締役会、幹部ミーティング、各部署の定例会議、全体会議（通称朝会）に出

席し、必要に応じ発言している。
稟議書、契約書類及び中期計画、予算書等重要な文書を閲覧し必要に応じ説明を求めて

いる。
② 取締役および使用人は、監査役に対して、法定の事項に加え、業務または業績に重大な

影響を与える事項、内部監査の実施状況、内部通報制度による通報状況およびその内容
を報告する体制を整備し、監査役の情報収集・交換が適切に行えるよう協力する。

（運用状況）
法定事項、業務上の重大事項等は取締役会、管理部定例会議で報告を受けている。また、

緊急時は会議体以外の場でも報告を受ける体制になっている。
内部監査担当者とは、毎月定例ミーティングを開催し、内部監査実施状況等を聴取し、

監査役からも監査活動状況を説明している。
内部通報制度による通報情報は「内部通報規程」で監査役にも報告することが定められ

ている。

（９）監査役に報告した者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保す
るための体制

① 監査役に通報・報告をした者が監査役に通報・報告したことを理由として不利な取扱い
を受けないことを「内部通報規程」に定める。
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（運用状況）
財務報告に係る内部統制の基本方針を取締役会で決議している。
取締役会は、財務報告の信頼性を確保するための内部統制の整備および運用状況を監督、

監視、検証している。

（13）反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方およびその整備状況
① 反社会的勢力とは一切の関係を持たないこと、不当要求については拒絶することを基本

方針とし、これを社内に周知し明文化する。また、取引先がこれらと関わる個人、企
業、団体等であることが判明した場合には取引を解消する。

（運用状況）
反社会勢力対応規程を制定し、社内に周知徹底している。
取引先企業、個人、団体等について、取引開始前に反社チェックを実施している。

② 管理部を反社会的勢力対応部署と位置付け、情報の一元管理・蓄積等を行う。また、
役員および使用人が基本方針を遵守するよう教育体制を構築するとともに、反社会的勢
力による被害を防止するための対応方法等を整備し周知を図る。

（運用状況）
管理部が主体となり、他部門に対し反社会的勢力への対応方法等を指導している。

③ 反社会的勢力による不当要求が発生した場合には、警察および顧問法律事務所等の外部
専門機関と連携し、有事の際の協力体制を構築する。

（運用状況）
公益財団法人暴力団追放運動推進都民センターに賛助会員として入会し、外部機関とも

連携を図っている。
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貸 借 対 照 表
(2020年12月31日現在）

（単位：千円）
科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資 産 の 部 ）
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金
売 掛 金
コ ン テ ン ツ 資 産
貯 蔵 品
前 払 費 用
そ の 他

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 物
工 具 、 器 具 及 び 備 品

無 形 固 定 資 産
特 許 権
商 標 権
著 作 権
ソ フ ト ウ エ ア
ソ フ ト ウ ェ ア 仮 勘 定

投 資 そ の 他 の 資 産
出 資 金
敷 金 及 び 保 証 金
長 期 前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産

1,943,404
1,830,191

20,780
73,588

343
11,164
7,336

251,465
20,537
15,917
4,619

93,368
1,999

632
4,186

78,176
8,373

137,558
110

97,325
3,318

36,804

（ 負 債 の 部 ）
流 動 負 債 1,140,515

１ 年 内 返 済 予 定 の
長 期 借 入 金 40,956
未 払 金 75,206
未 払 費 用 104,464
未 払 法 人 税 等 39,987
前 受 金 815,518
預 り 金 4,717
賞 与 引 当 金 7,500
移 転 費 用 引 当 金 12,471
そ の 他 39,693

固 定 負 債 75,265
長 期 借 入 金 75,265

負 債 合 計 1,215,780
（純 資 産 の 部）

株 主 資 本 979,088
資 本 金 759,533
資 本 剰 余 金 749,533

資 本 準 備 金 749,533
利 益 剰 余 金 △529,977

そ の 他 利 益 剰 余 金 △529,977
繰 越 利 益 剰 余 金 △529,977

純 資 産 合 計 979,088
資 産 合 計 2,194,869 負 債 純 資 産 合 計 2,194,869

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

（ 2020年１月１日から
2020年12月31日まで）

（単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

株主資本合計 純資産合計
資本準備金 資本剰余金

合計

そ の 他 利 益
剰 余 金 利益剰余金

合計繰 越 利 益
剰 余 金

当 期 首 残 高 388,050 378,050 378,050 △695,587 △695,587 70,512 70,512

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 371,358 371,358 371,358 742,716 742,716
新 株 の 発 行
(新 株 予 約 権
の 行 使 )

125 125 125 250 250

当 期 純 利 益 165,610 165,610 165,610 165,610

当期変動額合計 371,483 371,483 371,483 165,610 165,610 908,576 908,576
当 期 末 残 高 759,533 749,533 749,533 △529,977 △529,977 979,088 979,088

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

－ 24 －





⑷ 繰延資産の処理方法
株式交付費
支出時に全額費用処理しております。

⑸ その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
消費税等の会計処理 消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

２．会計方針の変更に関する注記
該当事項はありません。

３．表示方法の変更に関する注記
該当事項はありません。

４．会計上の見積りの変更に関する注記
（資産除去債務の見積りの変更）

2021年４月に本社の移転を予定しており、新たな情報の入手に伴い、原状回復費用に関して見積りの変
更を行いました。また、原状回復義務として計上していた資産除去債務に関連した差入保証金について、
償却に係る合理的な期間の短縮を行っております。これにより、当事業年度の営業利益、経常利益及び税
引前当期純利益はそれぞれ1,094千円減少しております。

（耐用年数の変更）
2021年４月に予定している本社の移転に伴い利用不能となる建物について、耐用年数を移転までの期間

に見直し、変更しております。これにより、従来の方法に比べて、当事業年度の営業利益、経常利益及び
税引前当期純利益はそれぞれ3,841千円減少しております。

５．追加情報
（新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う会計上の見積りについて）

新型コロナウイルス感染症の拡大について、今後の収束時期等を予測することは困難な状況にあり、当
事業年度の財務諸表作成日現在においては、当社の財政状態、経営成績に重要な影響を及ぼす可能性は少
ないものと想定しております。

このような状況のもと、現時点において入手可能な情報に基づき、繰延税金資産の回収可能性等の会計
上の見積りを行っております。

しかしながら、新型コロナウイルス感染症拡大による影響は不確定要素が多いため、引き続き今後の推
移状況を注視してまいります。
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８．金融商品に関する注記
１．金融商品の状況に関する事項
(1）金融商品に対する取組方針

当社は、資金計画に基づき、必要な資金（主に銀行からの借入）を調達しております。一時的な余資は
主に流動性の高い金融資産で運用し、デリバティブ取引や投機的な取引は行わない方針であります。

(2）金融商品の内容及びそのリスク
営業債権である売掛金は、取引先の信用リスクに晒されております。
営業債務である未払金及び未払費用は、そのほとんどが１ヶ月以内の支払期日であります。
長期借入金は、主に運転資金に係る資金調達であります。

(3）金融商品に係るリスク管理体制
① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社は、営業債権について、担当部署において取引相手先ごとの支払期日及び残高を管理するとともに、
財政状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

② 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性の維持

などにより流動性リスクを管理しております。

(4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額

が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採
用することにより、当該価額が変動することがあります。

(5）信用リスクの集中
当事業年度の決算日現在における営業債権のうち68.4％が特定の大口決済代行事業者に対するもので

あります。
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９．賃貸等不動産に関する注記
該当事項はありません。

10．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
減価償却超過額 1,176千円
賞与引当金 2,296千円
移転費用引当金 3,818千円
資産除去債務 1,297千円
未払事業税等 3,639千円
繰越欠損金 181,206千円
その他 1,036千円

繰延税金資産小計 194,471千円
税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 △157,484千円
将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △181千円
評価性引当額小計 △157,666千円
繰延税金資産合計 36,804千円

11．リースにより使用する固定資産に関する注記
該当事項はありません。
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会計監査報告 謄本

独立監査人の監査報告書
2021年２月17日

ＫＩＹＯラーニング株式会社
取締役会 御中

EY新日本有限責任監査法人
東京事務所
指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 矢 治 博 之 ㊞
指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 石 井 広 幸 ㊞

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、ＫＩＹＯラーニング株式会社の

2020年１月１日から2020年12月31日までの第11期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照
表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類
等」という。）について監査を行った。

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において
適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ

た。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記
載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立し
ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明
の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計

算書類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示
のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び
運用することが含まれる。

計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成する
ことが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任
がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執
行を監視することにある。
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監査役会の監査報告 謄本

監 査 報 告 書
当監査役会は、2020年１月１日から2020年12月31日までの第11期事業年度の取締役の職務

の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、
以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
(1) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果につ

いて報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受
け、必要に応じて説明を求めました。

(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従
い、取締役、内部監査担当その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境
の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。
①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況につい

て報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社において業務
及び財産の状況を調査いたしました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保す
るための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施
行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び
当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人
等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、
意見を表明いたしました。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証す
るとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明
を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するため
の体制」を法令及び企業会計審議会等により公表された諸基準に準拠して整備している旨
の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照
表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書について検討いた
しました。
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株主総会参考書類
第１号議案 取締役４名選任の件

取締役全員（４名）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、取締役４名
の選任をお願いするものであります。

取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

ふ り が な
氏 名
（生 年 月 日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（重  要  な  兼   職  の  状  況）

所 有 す る
当 社 の 株 式
数

１
あ や べ き よ し

綾 部 貴 淑
(1971年11月８日)

1996年 ４月 日本オラクル㈱ 入社

913,000

2003
2010

年
年

１
１

月
月

㈱アイエイエフコンサルティング 入社
当社設立 代表取締役社長（現任）

（重要な兼職の状況）
特定非営利活動法人 日本イーラーニングコンソシアム
理事

２
し ま だ  け  い  せ  い

島 田 慶 生
(1973年７月９日)

1996年 ４月 カッパ・クリエイト㈱ 入社

7,000

2005年 １月 ㈱Ｆ.デリカ得得 取締役
2006年 ５月 ㈱エーエム・ピーエム・近鉄 取締役
2008年 ８月 ㈱Ｆ.デリカ得得 専務取締役

㈱日向 社外取締役
2009年 ２月 合同会社リベルタス 代表
2013年12月 Ｆ.デリカッパ㈱（現：㈱ジャパンフレッシ

ュ）取締役
2015年 ９月 Ｆ.ＴＥＣ㈱ 取締役
2016年 ４月 当社入社 スタディング事業部マネージャ

ー
2017年 ３月 当社 取締役 兼 スタディング事業部長

（現任）
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５．髙尾廣明氏は、財務及び会計に関する知識が深く、長年に渡る豊富な経験と実績を生かし、経営から
独立した客観的・中立的な立場から、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための発言を
行っており、引き続き取締役としての職務を適切に遂行していただけるものと判断し、取締役候補者
としました。同氏は社外取締役候補者であり、選任された場合独立役員として届出を行う予定です。
また、同氏とは会社法第423条第１項の責任の限度額を法令が規定する最低責任限度額とする責任限
定契約を締結しており、本総会の終結の時をもって在任期間は２年となります。
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第３号議案 取締役（社外取締役を除く。）に対する譲渡制限付株式の割当てのための報酬決定の件
当社の取締役の報酬等の額は、2018年８月10日開催の当社臨時株主総会において、年額200,000

千円以内として、ご承認をいただいております。
今般、当社は、当社の取締役（社外取締役を除く。）が、株価変動のメリットとリスクを株主の皆

様と共有し、株価上昇及び企業価値向上への貢献意欲を従来以上に高めるため、当社の取締役（社外
取締役を除く。）に対し、一定の譲渡制限期間及び当社による無償取得事由等の定めに服する当社普
通株式（以下、「譲渡制限付株式」という。）を下記のとおり割り当てることといたしたいと存じま
す。

つきましては、当社における取締役の貢献度等諸般の事項を総合的に勘案いたしまして、上記の取
締役の報酬等の額とは別枠として、当社の取締役（社外取締役を除く。）に対する譲渡制限付株式に
関する報酬等として支給する金銭報酬債権の総額を、年額60百万円以内として設定いたしたいと存じ
ます。なお、譲渡制限付株式の割当ては、当社における取締役の貢献度等諸般の事項を総合的に勘案
して決定しており、その内容は相当なものであると考えております。

また、現在の当社の取締役は４名（うち社外取締役１名）であり、第１号議案のご承認が得られた
場合、本制度の対象となる取締役の員数は３名となります。

記
当社の取締役（社外取締役を除く。）に対する譲渡制限付株式の具体的な内容及び数の上限

１.譲渡制限付株式の割当て及び払込み
当社は、当社の取締役（社外取締役を除く。）に対し、当社取締役会決議に基づき、譲渡制限付株

式に関する報酬として上記の年額の範囲内で金銭報酬債権を支給し、各取締役は、当該金銭報酬債権
の全部を現物出資の方法で給付することにより、譲渡制限付株式の割当てを受ける。

なお、譲渡制限付株式の払込金額は、その発行又は処分に係る当社取締役会決議の日の前営業日に
おける東京証券取引所における当社普通株式の終値（同日に取引が成立していない場合は、それに先
立つ直近取引日の終値）を基礎として、当該譲渡制限付株式を引き受ける取締役に特に有利な金額と
ならない範囲で当社取締役会において決定する。

また、上記金銭報酬債権は、当社の取締役（社外取締役を除く。）が、上記の現物出資に同意して
いること及び下記3.に定める内容を含む譲渡制限付株式割当契約を締結していることを条件として支
給する。
２.譲渡制限付株式の総数

当社の取締役（社外取締役を除く。）に対して割り当てる譲渡制限付株式の総数4,000株を、各事
業年度において割り当てる譲渡制限付株式の数の上限とする。
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当社取締役会決議により、譲渡制限期間の開始日から当該組織再編等の承認の日までの期間を踏まえ
て合理的に定める数の本割当株式につき、当該組織再編等の効力発生日に先立ち、譲渡制限を解除す
る。

この場合には、当社は、上記の定めに基づき譲渡制限が解除された直後の時点において、なお譲渡
制限が解除されていない本割当株式を当然に無償で取得する。

以 上
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